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序 調査の概要 

 

１．調査の背景と目的 

 

外国企業・資本の呼び込みは、外国企業の経営ノウハウや技術、人材などの経営資源を国

内に呼び込み、生産性向上や新たな雇用創出などの経済効果を生み出している。  

 

この状況を踏まえ、政府においては、2013 年 に「2020 年までに対日直接投資残高を 35 兆

円に倍増する」という目標(ＫＰＩ: Key Performance Indicator)を掲げ、その達成に向けて、

投資 に関心のある企業の発掘・誘致、ビジネス環境や日本で働く外国人の生活環境の改善、

協業する日本企業とのマッチング機会の提供など、対日直接投資の拡大に向けた取組を進め、

その残高は概ね 2019 年末時点で 33 .9 兆円となった。 

但し、残高の対ＧＤＰ比で見ると 6.1％とＯＥＣＤ加盟国の平均 46.0％より著しく低い水

準にとどまっているのが現状である。 

 

一方、関西は、グローバル企業が多数立地し、世界レベルの大学・研究機関の存在、2025

年日本国際博覧会（以下、大阪・関西万博）の開催など、外資企業がビジネス展開する上で、

数多くの利点や魅力を持つ地域であるものの、関西への外資企業の進出は全国比 9.1％（東京

への進出は 67.4％）と低い水準にある。 

 

そこで本調査では、関西地域の強みの１つであるライフサイエンス分野において、外資企

業が投資の決定を行う際に必要とする各種情報を収集・整理し、ライフサイエンス産業分野

での対日投資を促進するプロモーションツールの作成を行うとともに、この調査の過程で得

られた関西への対日投資の課題・問題点等を、有識者メンバーで組織する研究会において分

析・整理し、関西への対日投資促進のための方策の在り方を検討する。 

 

※本調査における「関西」とは、福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山

県を指す。「ライフサイエンス」は、医薬品、医療機器、再生医療、ヘルスケアを指す。 

 

２．調査の手法 

 

（１）研究会 

○ライフサイエンス分野を事例とした関西への対日投資促進研究会 

【委員】 

座長 藤沢 武史 関西学院大学 商学部 商学研究科 教授 

 宮松 寛有 KAHM ジャパン株式会社 代表取締役 CEO 

 稲垣 裕行 なのはな法務事務所 代表 司法書士・行政書士・LL.M. 

Matt Stephens（マット・スティーブンス) 

  独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部 主査 
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二宮 康史 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部 

産業連携・対日投資推進課 課長 

   ※令和 3 年 2 月 2 日付 Matt Stephens 委員後任 

梁 瑜（リャン ユ） 大阪商工会議所 国際部 課長 

大阪外国企業誘致センター 事務局次長 

 高元 丈治 Plug and Play Kyoto ディレクター 

【オブザーバー】 

（ライフサイエンス関係） 

南 千鶴子 大阪府 商工労働部 成長産業振興室 

ライフサイエンス産業課 統括主査 

山本 麻起子 公益財団法人京都高度技術研究所 地域産業活性化本部 

京都市ライフイノベーション創出支援センター 事務局長 

亀井 裕雄  公益財団法人京都高度技術研究所 地域産業活性化本部 

京都市ライフイノベーション創出支援センター 事務局次長 

根来 宜克 大阪商工会議所 産業部 次長 

竹中 僚冴 大阪商工会議所 産業部 ライフサイエンス振興担当 

田中 宏明 公益財団法人神戸医療産業都市推進機構 

クラスター推進センター 事業推進課 課長補佐 

（RBC 関係） 

須田 建太朗 京都府 商工労働観光部 ものづくり支援課 参事 

乗秀 彩 京都府 商工労働観光部 経済交流課 課長補佐兼係長 

【事務局】 

経済産業省 貿易経済協力局 投資促進課 

近畿経済産業局 通商部 投資交流促進課 

             地域経済部 バイオ・医療機器技術振興課  

株式会社ダン計画研究所 

 

○開催概要 

・第１回 ライフサイエンス分野を事例とした関西への対日投資促進研究会 

日時：令和 2年 10月 15 日（木） 14：00～16：00 

場所：ドーンセンター 大会議室２、及びオンライン配信 

議事次第 

 １．開会のあいさつ 近畿経済産業局 

２．研究会委員・オブザーバーの紹介 

 ３．議事 

 （１）調査事業の概要及び実施体制・スケジュールなどについて 

（２）調査事業の検討プロセス（案）について 

        ・関西への対日投資の現状と問題点 

    ・アンケート調査項目（案） ヒアリング調査項目（案） 

《意見交換》 
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（３）ＰＲ冊子「関西のライフサイエンス産業」（構成案）について 

《意見交換》 

４．閉会 

 

・第２回ライフサイエンス分野を事例とした関西への対日投資促進研究会 

日時：令和 2年 12月 3日（木）14：00～16：00 

場所：ドーンセンター大会議室２、及びオンライン配信 

議事次第 

１．開会 

２．議事 

（１）PR 冊子「関西のライフサイエンス産業」（案）について 

    《意見交換》 

（２）中間報告 

 ①アンケート調査結果 

②ヒアリング調査結果 

③文献調査世界のライフサイエンスクラスター比較 

④中間報告のポイント（関西への対日投資促進にむけた課題と対日投資促進方策検討（案）） 

《意見交換》 

４．閉会 

 

・第３回 ライフサイエンス分野を事例とした関西への対日投資促進研究会 

日時：令和 3 年 2 月 4 日（木） 14：00～16：00 

場所：オンライン配信・コクリ・セミナールーム（大阪市中央区天満橋京町 2-15 岡本ビル 7F） 

議事次第 

１．開会のあいさつ 近畿経済産業局 

２．議事 

（１）PR 冊子「関西のライフサイエンス産業」（案）について 

《意見交換》 

（２）関西への対日投資促進のための方策について 

    ① 調査報告書（案）  

    ② 関西への対日投資促進のための方策 

《意見交換》 

４．閉会 

 

（２）アンケート調査 

○調査目的 

・関西地域のライフサイエンス分野にかかる関西の魅力を発信する PR 冊子の作成を行うとともに、

関西への対日投資の活性化につなげる方策の検討を目的に実施。 

○調査方法 

・郵送配布、郵送回収（別途、オンラインでの回答ページを用意し、必要に応じて入力用データを電
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○圏域別 65 歳以上人口の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年推計）」 

注：首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

関西圏：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中部圏：富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県 

 

 

（２）関西域内の総生産額 

関西圏の 2017 年の域内総生産額（名目）は、約 89.2 兆円で我が国総生産額の 15.9％を占

めている。また、ここ最近は、各都市圏の全国に占める構成比はほとんど変わらずに推移し

ている。 

 

○圏域別総生産額（名目）の構成比（2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：内閣府「県民経済計算」 

注：首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

関西圏：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中部圏：富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県 
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済の活性化に寄与するとともに、経営ノウハウや技術、人材などの外国企業の高度な経営資

源が流入し生産性の向上につながることから、対日直接投資による関西経済活性化への期待

は高い。  
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４．関西における主な対日投資サポート体制 

ジェトロは、海外 55 カ国 76 事務所のネットワークを通じて発掘した対日投資関心企業の

情報を国内事務所が受け継ぎ、地元の投資誘致機関と協働で支援している。 

また、全国主要都市６カ所（関西は大阪と神戸）にある、ジェトロ IBSC（Invest Japan 

Business Support Center）では、拠点設立からビジネス拡大まで一貫したきめ細やかなサポ

ートを提供し、拠点設立を目指す外国企業・外資系企業のためのテンポラリーオフィスを無

料で提供している。 

 

●ジェトロの支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    出所：ジェトロ HP より 

 

また、大阪、京都、神戸の各地域には、以下の投資誘致機関等が立地し、対日投資促進に向

けた支援を行っている。 

京都海外ビジネスセンター 

（ジェトロ京都・京都府・京都市・

京都商工会議所・(公財)京都産

業２１・（公財）京都高度技術研

究所（ASTEM)） 

海外ビジネスに関するオール京都による公的支援

窓口として、府内中小企業の輸出拡大、京都への外国

企業立地促進、府内企業と海外企業との共同ビジネス

促進等を図るため、海外戦略策定から実行まで、一貫

した支援を展開。 

大阪外国企業誘致センター 

（O-BIC） 

大阪府、大阪市、大阪商工会議所が外国企業、外国

公館・経済団体などの大阪進 出支援のために設置し

たワンストップ・サービス・センター。 

4 カ国語（英語、中国語、韓国語、日本語）による大

阪の基本情報をはじめ、会社設立や在留資格取得の方

法、オフィス・倉庫・工場・ 住居などの不動産情報、

生活に必要な情報（学校、医療機関など）を提供する

ほか、外資系企業・外国政府機関を対象としたセミナ



13 

 

ーも開催し定着支援を行う。 

ひょうご・神戸投資サポートセン

ター 

国内外企業の進出のためのワンストップサービス

機関として、進出の上で必要となる地域概要、経済状

況、産業団地などの情報提供を行うほか、進出時に必

要なビジネス・生活面のサポート、許可手続きにおけ

るアドバイスや各種サポート機関の紹介を実施。 
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Ⅲ 対日投資促進に係る関西での特徴的な最近の動き 

 

１．産学官による外資スタートアップ支援の盛り上がり 

関西では、大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアムが 2020 年 7月に「スタートアッ

プ・エコシステム拠点都市」として内閣府から選定されたこともあり、スタートアップ・エ

コシステム構築に向けた産官学一体の取り組みが活発化している。 

 

（１）外資系アクセラレータによるアクセラレーションプログラムの展開 

 

○Plug and Play Kyoto 

Plug and Play Kyoto では、京都の強みであるものづく

りとライフサイエンスを基軸とした「ハードテック / ヘ

ルスケア」をテーマに、データヘルスや医療への AI 活用、

医療機器な分野でのコンソーシアム型アクセラレーショ

ンプログラムを展開している。 

 

○Startupbootcamp Scale Osaka 

英国に本部をおく Rainmaking group (本部) がプログ

ラムを統括。ミドルステージ以降をターゲットにしており、

パートナー企業との実証実験、協業を進め成長を支援。日

本の大手企業とのビジネス開発とパイロットプログラム

の実行に重点を置いている。 

 

○500 KOBE ACCELERATOR 

アメリカ本国の 500Startups と神戸市がタッグを組み、

シード、アーリー・ステージ）に投資し、起業経験者であ

るメンターが 6週間伴走支援するプログラムとして実施。

2020 年のテーマは、「COVID-19 Emerging Technology」と

し、神戸医療産業都市内企業とも連携している。 

 

 

（２）産業界による外資スタートアップ支援 

 

○アジアビジネス創出プラットフォーム（関西経済連合会） 

関西経済連合会が関係構築したアジアの経済団体と協力して、各国の企業・団体間におけ

る人材・技術・サービス等の連携を促進し、ビジネス創出に取り組む。 

全体会議とともに、テーマ別部会では、ビジネス創出に向けた具体的な取り組みの推進。

アジア各国と日本双方の関心分野毎に「テーマ別部会」を設け、各部会は参加企業・組織か

ら選出されたプロジェクトマネージャーの下で、新たなビジネス創出に向けた具体的な取り

（画像提供：神戸市） 

（画像提供：阪急阪神不動産株式会社） 

（画像提供：Plug and Play Kyoto） 
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組みを推進。 

テーマ別部会は、人材育成・活用部会、医療・介護部会、中堅・中小企業支援部会、農業部

会、観光部会、環境部会、スタートアップ部会を設置しており、順次拡大予定。アジアの対象

国は、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナ

ム。 

 

○KGAP+（Keihanna Global Acceleration Program Plus） 

国際株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ATR)及びけいはんなリサーチコンプレックス

推進協議会が主催し実施するスタートアップ支援プログラム。世界のイノベーション拠点と

日本国内から選ばれたスタートアップ企業が、けいはんな学研都市の強みである実証実験都

市機能を活用して、PoC（Proof of Concept）やパイロットテストを日本の大手企業等と協業

して実施することを目的としている。 

 

○HVC KYOTO（Healthcare Venture Conference Kyoto） 

ヘルスケア分野のスタートアップ企業のグローバル展開を支援する英語ピッチイベント。

（主催：ジェトロ、京都府、京都市、京都リサーチパーク（株）） 

 

○グローバル・イノベーション・フォーラム（GIF） 

海外・日本からの先進的なスタートアップを大阪に招聘して、デモンストレーション、ピ

ッチ、個別商談会等を実施。大阪商工会議所及び大阪外国企業誘致センター主催により毎年

開催。 

 

○国際イノベーション会議「Hack Osaka」 

注目度の高い起業家やアクセラレータが世界各国から集合（主催：国際イノベーション会

議 Hack Osaka 実行委員会（大阪市、（公財）都市活力研究所、ジェトロ大阪本部）し、大阪

でのムーブメントを加速し、大阪がアジアにおけるハブとなるためのヒントを探るとともに

海外のスタートアップと日本の大企業の商談会を開催。 

 

○メドテックグランプリ KOBE 

医薬・医療・健康関係などに関わる次世代技術と情熱をもって世界を変えようとするチー

ムを発掘・育成することを目的とした、ライフサイエンススタートアップ発掘・育成プログ

ラム。（主催：神戸市、（公財）神戸医療産業都市推進機構、（株）リバネス） 
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○J-Bridge（Japan Innovation Bridge）  

国内外拠点に常駐するコーディネータが日本企業に対し外資スタートアップ企業等を紹介

し、重点分野における協業・Ｍ＆Ａを支援する事業。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：経済産業省 
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２．イノベーション促進に向けた取組 

 

○関西・共創の森 

関西におけるイノベーションエコシステムの構築を目指し、関西に所在する国の支援機関

が結集し、社会課題解決に向けたイノベーション創出を支援する「関西・共創の森」を 2020

年 7 月に創設。国の支援機関の強みを持ち寄り、社会課題の解決を目指す企業や大学・研究

機関等の技術シーズ・ニーズの発掘から、研究開発、実用化・事業化までを切れ目なく支援。

このような組織の創設は、国のイノベーション支援機関が集積する関西地域ならではの取組。 

【参画機関】 

独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）近畿統括本部 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（AIST）関西センター 

独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）関西支部 

独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）大阪本部 

独立行政法人中小企業基盤整備機構（SMRJ）近畿本部 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）大阪オフィス 

経済産業省近畿経済産業局 

 

○関西イノベーション国際戦略総合特区 

関西イノベーション国際戦

略総合特区では、重点 6 分野

（医薬品・医療機器・先端医療

技術・先制医療・バッテリー・

スマートコミュニティ）におい

て新たな事業展開を図ろうと

する企業を、国・自治体、経済

団体が一丸となってサポート。

規制の特例措置に加え、財政・

税制・金融上の支援措置を総合

的に実施している。 

 

資料：内閣府地方創生推進事務局 HP 

 

３．2025 年 大阪・関西万博開催への期待の高まり 

2025 年に日本で開催する「大阪・関西万博」のテーマは「いのち輝く未来社会のデザイン」。 

本万博では、新たなアイデアが続々と生み出され、社会実装に向けて試行される「未来社

会の実験場」をコンセプトに、Society5.0 を鍵として国連が定める「SDGｓ（持続可能な開発

目標）」達成への貢献を目標としており、世界中から大きな期待が寄せられている。 

特に、日本は、最も早く超高齢化に突入している国の一つであり、課題先進国として、「い

のちを救う」「いのちに力を与える」「いのちをつなぐ」をサブテーマとして開催する「大阪・

関西万博」を絶好の機会と捉え、関西でライフサイエンス分野の様々なクラスターが形成さ

れているポテンシャルを活かし、産官学あげて、最先端の社会実験を行うことで、世界が共
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通で抱える課題の解決策を世界に向けて発信していく。 

 

テーマ いのち輝く未来社会のデザイン 

“Designing Future Society for Our Lives” 

コンセプト 未来社会の実験場 

“People’s Living Lab” 

サブテーマ ▶ Saving：いのちを救う 

▶ Empowering Lives：いのちに力を与える 

▶ Connecting Lives：いのちをつなぐ 

開催の意義 ・いのち輝く未来社会へ 

・SDGs 達成・SDGs＋beyond への飛躍の機会 

・Society5.0 実現に向けた実証への機会 

・日本の飛躍の契機に 

開催概要 ・開催場所：大阪市夢洲地区 

・会期:2025 年 4 月 13 日～10 月 13 日 

・来場者数（想定）：約 2,820 万人 

・会場建設費：約 1,850 億円以内 

・経済波及効果（試算値）： 

    建設費関連約 0.4 兆円 

    運営費関連約 0.5 兆円 

    消費支出関連約 1.1 兆円 

 

 

 

 

 

 

 

 

（海と空を感じられる会場 鳥瞰図）    （ウォーターワールドで行う環境演出催事の 

会場提案図） 

資料：公益社団法人 2025 年日本国際博覧会協会 HP より 
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（２）産業集積 

ニッチトップ企業や多様な試作に対応できる中堅・中小企業、ベンチャー等が集積してい

る。特に、ライフサイエンス分野にあっては、古くから薬のまちであったことから、多くの

製薬会社の本社があり、日本の医薬品、医療機器をリードする企業が集積している。また、

医薬品等の分野における国内シェアは約 29％と突出している。 

 

●医薬品産業の関西地域の国内シェア     ●医療機器産業の関西地域の国内シェア 
 

 

 

 

 

 

 

 

出所：経済産業省 ｢平成 30 年工業統計調査｣ 

（令和 2 年 1月 15 日現在） 
 

 

● 医薬部外品産業の関西地域の国内シェア   ●再生医療産業の細胞加工施設（許可、届出） 

                        の関西地域の国内シェア 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：厚生労働省「平成 30 年薬事工業生産 

動態統計年報」 

（令和元年 10 月 23 日現在） 

 

 

 

  

出所：経済産業省 ｢平成 30 年工業統計調

査｣（令和 2 年 1月 15 日現在） 

出所：厚生労働省「再生医療等安全性確保法

の施行状況について」 

（令和元年 11 月 30 日現在） 
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（５）ものづくり産業の集積 

関西は、素材、部品加工から最先端製品製造まで、幅広い産業集積を有している。 

特に、日本のものづくりを支えている、高度な加工や機械制御等の技術を有する中小企業

が多く集積しており、京都試作ネットをはじめとした、プロトタイプ制作や量産化試作等に

おいて海外からも活用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：経済産業省「平成 30 年度工業統計調査 地域別統計表」より作成、（）内は全国に

占める関西のシェア 
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２．外資系企業等の声 

 

関西に活動拠点を置く外資系企業によると、関西地域での事業パートナー企業や知縁者の

存在、企業の本社機能に限らず研究機能の集積、先駆的な大学研究者の存在、国内製薬企業

集積地（北陸等）への好アクセス等が立地選定の要因となっている。 

 

特に、ライフサイエンス分野においては、以下の点で魅力を有しているとの声が高い。 

 

◯ 多様で重厚な地域クラスターの集積とプロジェクト展開 

◯ 最先端の研究シーズを有する大学や研究機関の集積 

◯ 医薬品・医薬部外品等で国内の高いシェアを有する企業群やベンチャー企業 

◯ ビジネスを始めやすい環境（低廉なビジネスコスト、インキュベーション等の事業

施設、スタートアップ支援体制等） 

◯ 住みやすい環境（ライフスタイル、通勤、安全安心の保障等） 
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●関西（京都・大阪・神戸）のライフサイエンスクラスター 
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（７）廉価なビジネスコスト 

関西のオフィス賃料は香港や北京よりも安く、また工業団地借料も上海やマニラより安価

であり、関西はビジネスコスト面で優れた競争力優位性を有している。 

 

●世界主要都市と日本各都市のオフィス賃料比較（1sqft あたりの平均年間コスト） 

単位：米ドル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JETRO 投資コスト比較 モデルケース（コスト試算ガイド）  

（注 1）各都市の地区は次の通り。ニューデリー：コンノートプレイス、上海：浦東、東京：丸の

内/大手 町、 ニューヨーク：ミッドタウン・マンハッタン、ロンドン：ウェスト・エンド、

北京：金融街、香港：中環 

（注 2）国内各都市はビジネス地区の平均賃料よりジェトロ算出 

（資料）CBRE「Global Prime Office Occupancy costs, July 2018」、三幸エステート 2018  

 

●上海やマニラより安い大阪の工業団地借料（１平方メートルあたりの月額借料） 

単位：米ドル 

 

 

 

 

 

 

 

出所：JETRO 「投資コスト比較」（2018 年 7 月算出） 
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【大学・研究所】（受け入れ可能な内容）※MA（n=27） 
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（２）ヒアリング調査 

 

（外資系企業） 

・ 情報発信ツールとして、ウェブサイトや SNS（LinkedIn 等）等のオンラインツールが

有用であるが、外国語対応も含め活用は不十分である。（Ｄ社） 

・ 京都大学の研究者（ノーベル賞受賞者）の知名度は高いものの、他大学の知名度は低

い。進出後、大阪大学、神戸大学等との接触があって初めて関西アカデミアの実力を認

識できた。（Ｄ社） 

・ 日本への進出検討に入った段階は、JETRO 海外事務所や当該国の支援機関へ相談する。

（Ｅ社） 

・ 大使館、政府経済・科学技術部門、在日商工会議所等で構成される団体が提供する紹介

システムを活用し、日本国内の事業拠点を設置がスムースに進行した。（Ｄ社） 

・ ライフサイエンス等の先端産業分野ではとりわけ人的ネットワークが重要な役割を果

たしている。（Ｄ社） 

・ 地域クラスター中核機関主催によるセミナーやネットワークイベントを積極的に開催

することで、国内企業との接点が増加した。また、ピッチイベントでの受賞によりウェ

ットラボを無償で利用可能となった。（Ｅ社） 

・ 外国企業との連携に積極的な公的アクセラレータ機関の活動と連携し、ヘルスケア分

野でのオープンイノベーションの活動を加速するオンライン・プラットフォームを構築

した。（Ｆ社） 

・ 外国企業の国内進出にあたっては、外国企業に対する以下の手続きや契約等に関する

参入障壁が存在（銀行口座開設や法人登記等の手続き、駐在員事務所開設段階でのオフ

ィス賃貸契約等）する。（Ｄ社） 

・ ポイントポイントで、JETRO、クラスター中核機関、自治体からの適切なサポートを

受け、スムースな進出につながった。（Ｂ社、Ｄ社、Ｅ社） 

・ 国内大手と外国企業との事業パートナー締結が連携のきっかけとなり、その子会社と

してスピンアウトする形で大阪に立地した。（Ａ社） 

・ 最初の海外取引先が日本企業で、関西企業が販売代理店であった縁もあり関西に進出

した。（Ｂ社） 

 

（支援機関） 

・ 進出検討にあたり、対日投資サポート機関に対し国内パートナー候補企業の紹介依頼

も多いが十分に応えられていない。（Ｇ機関） 

・ 関西のクラスターで「どこに行ったらいいのか？」とよく聞かれる。海外にいると進

出相談のファーストコンタクト先がわかりにくい。（Ｈ機関） 

・ 海外からの進出場合、薬事規制についての相談やサポート依頼が多い。（Ｈ機関） 

・ 外国企業が関西に来たサクセスストーリー、進出にあたっての課題をどう乗り

越えたのかという紹介があると、イメージを掴みやすくなる。（Ｉ機関） 

 

（外資アクセラレータ） 



52 

 

・ 地域クラスター中核機関によるグローバルなピッチイベント、外資アクセラレータ等

の活動が活発化することで、国内企業との連携が進んだ。在外の経済団体や海外進出支

援機関との連携をベースに外国ベンチャー企業を誘致することも重要。（Ｊ社） 

・ オープンイノベーションのパートナーとして、外国企業を世界各国より誘致すること

が重要。また、滞在中の国内拠点での活動により、外国企業はビジネスネットワークを

形成するとともに地域への愛着も醸成される。（Ｋ社） 

・ 外資アクセラレータのみならず、国内ベンチャーキャピタル等との連携も重要である。

（Ｌ社） 

 

（外国・外資系企業と連携する国内企業、大学・研究所等） 

・ 外国企業からのアプローチだけでなく、日本企業側から声を掛け連携した事例もあ

り、トップ同士の理念・考え方がマッチして連携が実現した。ライフサイエンス分野で

は連携相手を国内のみで探す時代ではなくなっている。（Ｍ社） 

・ 検索でヒットした英文ウェブサイトへの問合せが連携のきっかけとなった。（Ｎ社、

Ｏ社） 

・ 大手子会社のグループ会社になった後、海外向けに整備された英文ウェブサイトの拡

充により、海外からの問い合わせを受けやすい英語仕様のコンタクトフォームを整備し

た。（Ｐ社） 

・ 学会や展示会に参加する中で、研究者同士の出会いから事業連携に発展した。（Ｏ

社） 

・ 海外の大学との連携は創業者が大手企業在籍時に実施していた共同研究のパートナー

であったことがきっかけとなった。（Ｑ社） 

・ 大学の場合は、海外との連携は研究者同士のつながりがメイン。論文検索等で研究者

にコンタクトが取れ、大学研究者側から共同研究等をアプローチすることもある。（Ｒ

大学、Ｓ大学） 

・ わが国との経済協力項目の中に「健康寿命の伸長」があり、その一環で政府を通じて

海外研究機関病院との連携につながった事例もみられた。（Ｔ病院） 
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２．アンケート調査、ヒアリング調査から見た課題・問題点の整理 

 

（１）関西の魅力・強みの発信が不足している 

グローバル視点で日本を見ると、東京が中心で関西の知名度は低い。 

他方、外国企業の意思決定要因としては、「企業とのパートナーシップ・技術力」「生活環

境」「産業の集積」があげられており、これら情報を進出検討段階の早期に伝えることが重

要である。 

 

（２）関西におけるグローバル人材の確保が困難 

関西に進出した外資系企業においては、「人件費の高さ」「語学力のある人材の確保」が

事業推進上の大きな課題となっている。 

関西においては、グローバル人材を育成する大学の集積はあるものの、多くの人材が卒

業後は東京に進出しており、特にライフサイエンス分野など専門性の高い分野にあっては

雇用の確保が困難な状況にある。 

 

（３）産学官による対日投資促進活動が活発化する一方、地域が一体となった取組は

不十分 

産学官による外資スタートアップ支援に関しては、外資系アクセラレータによるアクセ

ラレーションプログラムの展開、産業界、経済産業省及びジェトロによる外資スタートア

ップ支援など、対日投資促進活動が活発化し、外国企業と国内企業とのビジネスマッチン

グが進んでいる。 

一方で、各機関・団体による外資スタートアップ支援等の取組は、原則、競争関係にあ

ることから地域全体としての相乗効果が生まれていない状況にある。 

 

（４）グローバル展開志向をもつ関西企業が見えない 

外国企業の意思決定要因として、「企業とのパートナーシップ・技術力」「産業の集積」が

あげられている。また、進出検討にあたり対日投資サポート機関に対し国内パートナー候

補企業の紹介依頼も多いが、十分に応えられていない状況にある。 

このような状況から、ビジネスパートナーとなりうる国内企業の発掘やリスト化等によ

り、海外企業とのマッチングを円滑に進められる仕組みづくりが求められる。 

 

（５）多くの支援機関で一貫した支援・サポート体制ができていない 

外資企業からの要望は、「パートナー候補企業の情報紹介」「担当者による一貫したサポ

ート」など多岐にわたることから、単独の支援機関ですべて解決を図るのは難しい状況に

ある。また、今回事例として取り扱ったライフサイエンス分野にあっては、その専門性が

あるがゆえ「ファーストコンタクト先」のわかりにくさを指摘する声もあり、総合的かつ

シームレスな支援体制の整備が求められる。 
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Ⅵ 関西への対日投資促進方策の在り方 

 

１．関西の更なる魅力発信の強化 

2025 年に日本で開催する「大阪・関西万博」のテーマは「いのち輝く未来社会のデザイン」。

関西においては、この万博開催を絶好の機会と捉え、産官学挙げてライフサイエンス分野に

おける最先端の社会実験を行い、世界共通の課題解決策をここ関西から発信することで、関

西への対日投資が加速することが期待できる。 

また、関西地域は、ライフサイエンス分野のみならず燃料電池や水素など「エネルギー分

野」においても世界に伍するクラスター集積が存在しているものの、関西エリア一体を股に

かけた対日プロモーションツールとしては、「INVEST JAPAN,INVEST KANSAI」及び今回作成し

た「関西のライフサイエンスクラスター」のみである。また、2025 年大阪・関西万博におい

て達成が目指される「SDGｓ（持続可能な開発目標）」にかかる取り組みも積極的に展開され

ていることから、今後は関西に強みのある他分野として、燃料電池、水素、SDGｓといった分

野特化型のプロモーションツールの作成が期待される。 

 

２．関西市場に関心を持つ新たなカウンターパートの発掘 

海外においては、英国・米国はじめライフサイエンス分野でクラスターを形成する地域が

存在している。 

今後、これら国・地域のカウンターパート発掘を、在関西総領事館、ジェトロ海外事務所、

海外事務所を持つ自治体等を通じて進め、これら地域と連携を図ることで対日投資が活発化

されるものと期待できる。 

 

３．対日投資の入り口となる、外資スタートアップ支援機関等との連携強化 

近年、関西においては外資アクセラレータが相次いで進出し、国においては RBC 事業やオ

ープンイノベーション・プラットフォーム「J-Bridge」の構築を行い、また産業界においても

関西経済連合会が「ABC プラットフォーム」を実施するなど、内外企業の協業・M&A 促進に向

けた動きが活発化してきており、これら動きと協働・連携することにより更なる相乗効果の

創出が期待できる。 

 

４．シームレスな支援につながる関西の対日サポート体制の強化 

今回の調査では、自治体、対日投資サポート機関、ジェトロ、大阪商工会議所、関西経済連

合会など、各々の取り組みを進める中で、「ファーストコンタクト窓口がわかりにくい」「ラ

イフサイエンス産業振興の取組と対日投資の連携が十分でない」など個々の課題があること

が発見できた。他方、各機関においては独自のネットワークと経営資源・支援策を有してお

り、これが「つながる」ことで、シームレスな支援はもとより対日投資にかかる好循環のエ

コシステムが生まれるものと期待できる。 
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資料１ 関西のライフサイエンスクラスター（対日プロモーション冊子）  
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問３－② 日本に進出する上の課題解決に対してサポートを受けた行政等の機関があれば、あてはまるもの

をすべて選び数字に○をつけてください。 

１．JETRO →a.本部   b.大阪本部  c.その他支部（            ） 

２．OBIC（大阪外国企業誘致センター）      ３．アクセラレータ（外資、国内）（具体的に          ） 

４．コンサルティング会社や法務・税務事務所 ５．大阪イノベーション・ハブ             

６．ASTEM（京都高度技術研究所）       ７．神戸医療産業都市推進機構       

８．コワーキングスペース（名称        ） ９ ． イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン 施 設 （ 名

称                 ） 

１０．その他（名称                         ） 
 
 
 

問４ 関西地域に投資したことにより、どのような効果を得ることができましたか。あてはまるものをすべて

選び数字に○をつけてください。 

１．関西の大学研究者のシーズにアクセスできた   ２．関西の大手企業にアクセスできた 

３．関西の消費市場にアクセスできた     ４．関西を拠点に西日本にビジネスを展開できた 

５．関西を拠点に全国にビジネスを展開できた   

６．（首都圏に比べて）ランニングコストを抑えつつ、投資効果を得ることができた 

７．外国人スタッフの生活面や子弟の教育面で満足    ８．その他（                  ） 

 

 

問５ 今後の事業展開について、あてはまるものすべてに○をつけてください。 

１．ビジネスパートナーとなる業務提携先の強化     ２．研究開発等への新規投資 

３．事業所等の新設    ４．従業員の新規採用     ５．大学・研究機関との共同研究 

６．新規事業への参入   ７．Ｍ＆Ａ等による事業拡大    ８．海外への新たな事業展開  

９．日本の他地域への進出（具体的に：        ）   １０．日本からの撤退 

１１．その他（具体的に：             ） 

 
 
 

問６－① 海外企業が投資先として日本への進出を検討するにあたり、日本政府、自治体、公的機関等に期待

することがありますか。あてはまるものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．関西への投資を判断する関西の強みの情報（具体的に求める情報：                ） 

２．進出検討時に参考となる市場情報の英語等での提供 ３．大学や研究所等のラボツアーのアレンジ 

４．パートナー候補企業の情報紹介   ５．求人情報を出すサイト等の人材雇用時の情報提供 

６．手続きに関する多言語での案内   ７．担当者による一貫したサポート 

８．日本国内の規制や手続きの英語等での解説（具体的に                      ） 

９．オンラインによる各種サポート 

１０．その他（                                         ） 

問６－② 日本での事業展開について国・自治体等の支援メニューについて要望があれば記入してください。 

 

 

 

問４ 関西地域への投資効果について 

調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございます。（回答〆切お願い：11 月 12 日） 

問６ 国への要望等について 

問５ 今後の事業展開について 
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問３－② 日本に進出する上の課題解決に対してサポートを受けた行政等の機関があれば、あてはまるもの

をすべて選び数字に○をつけてください。 

１．JETRO →a.本部   b.大阪本部  c.その他支部（            ） 

２．地元自治体や商工会議所           ３．アクセラレータ（外資、国内）（具体的に         ） 

４．コンサルティング会社や法務・税務事務所    

５．コワーキングスペース（名称     ）６．インキュベーション施設（名称              ） 

７．その他（名称                         ） 

 
 
 

問４ 進出地域に投資したことにより、どのような効果を得ることができましたか。あてはまるものをすべて

選び数字に○をつけてください。 

１．大学研究者のシーズにアクセスできた ２．大手企業にアクセスできた 

３．消費市場にアクセスできた   ４．周辺府県へのビジネスを展開できた 

５．全国にビジネスを展開できた 

６．（首都圏に比べて）ランニングコストを抑えつつ、投資効果を得ることができた 

７．外国人スタッフの生活面や子弟の教育面で満足している 

８．その他（                                   ） 

 

 

問５ 今後の事業展開について、あてはまるものすべてに○をつけてください。 

１．ビジネスパートナーとなる業務提携先の強化     ２．研究開発等への新規投資 

３．事業所等の新設    ４．従業員の新規採用     ５．大学・研究機関との共同研究 

６．新規事業への参入   ７．Ｍ＆Ａ等による事業拡大    ８．海外への新たな事業展開  

９．日本の他地域への進出（具体的に：        ）   １０．日本からの撤退 

１１．その他（具体的に：             ） 

 
 
 

問６－① 海外企業が投資先として日本への進出を検討するにあたり、日本政府、自治体、公的機関等に期待

することがありますか。あてはまるものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．各地への投資を判断する地域の強みの情報（具体的に求める情報：                ） 

２．進出検討時に参考となる市場情報の英語等での提供 ３．大学や研究所等のラボツアーのアレンジ 

４．パートナー候補企業の情報紹介   ５．求人情報を出すサイト等の人材雇用時の情報提供 

６．手続きに関する多言語での案内   ７．担当者による一貫したサポート 

８．日本国内の規制や手続きの英語等での解説（具体的に                      ） 

９．オンラインによる各種サポート 

１０．その他（                                         ） 

問６－② 日本での事業展開について国・自治体等の支援メニューについて要望があれば記入してください。 

 

 

 

 

問４ 進出地域への投資効果について 

調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございます。（回答〆切お願い：11 月 12 日） 

問６ 国への要望等について 

問５ 今後の事業展開について 



69 

 

 

  

 

This survey will be conducted as part of the “Survey on Measures to Promote Investment in 

the Kansai Region of Japan—Using the Life Sciences Sector as a Case Study,” which was  

commissioned by the Kansai Bureau of the Ministry of Economy, Trade and Industry. 

This survey is intended, along with the creation of a PR brochure, to promote the attractivenesso

f the Kansai Region, especially in the field of life sciences, and also to look into ways to  

stimulate investment by foreign companies in the region. 

The questionnaire contains questions asking about your experiences in Japan, including your  

reasons for entering the Japanese market and the hurdles you face in doing business in Japan,a

nd your answers will be used as a valuable resource for this survey. We hope that you will  

take the time out of your busy schedules to complete this survey questionnaire. 

Should you have any questions regarding this survey or the contents of the questionnaire,  

please contact the Survey Secretariat Office. 

 

【Questionnaire Policy and How to Return Your Completed Questionnaire】  

・The handling of the questionnaire will be kept strictly confidential. In order to protect your  

personal information, we will not disclose your answers to the public in such a way that  

individual companies, organizations, or individuals are identified. 

・Please send your answers in the return envelope enclosed (no stamps required)  

by 12th of November,2020. 

* If your answers will be received after the deadline, please let us know. 

You can answer the questionnaire at the website listed below or reply by email o

r fax. 

Website：https://jp.surveymonkey.com/r/HF3VLMR 

If you wish to respond by email, please contact us at below and we will send you the questionn

aire electronically. 

Contact Information 

DAN KEIKAKU KENKYUJO Co., Ltd. [DAN Environmental Design Institute Co., Ltd.] 

1-2-10 Otedori, Chuo-ku, Osaka, 540-0021, Japan 

Tel 81-6-6944-1173 Fax 81-6-6946-9120   E-mail: shiimoto@dan-dan.com (Ms.Shiimot ) 

 

■Please provide information regarding the questionnaire respondent. 

We may request your cooperation in making inquiries about the content of your answers to this  

questionnaire at a later date (such as requests for hearings, etc.); please provide us with your  

contact information. 

 

Your company name 

 Your company location: 

Your name:                                （Your department and job title:            ） 

You contact details: TEL                E-Mail                    
 

For Foreign Companies in the Kansai Region 

Questionnaire on Investment in the Life Sciences Sector in the Kansai Region of Japan 

【Survey Questionnaire】 
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Q6-(2)：Feel free to write any requests you have for support from the Japanese government or local g

overnments for your business development in Japan. 

 

 

 

 

  This is the end of the survey questionnaire. Thank you for your cooperation. 

* Please send us your answers by Thursday, 12th of November,2020. 
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This survey will be conducted as part of the “Survey on Measures to Promote Investment in 

the Kansai Region of Japan—Using the Life Sciences Sector as a Case Study,” which was  

commissioned by the Kansai Bureau of the Ministry of Economy, Trade and Industry. 

This survey is intended, along with the creation of a PR brochure, to promote the attractivenes

sof the Kansai Region, especially in the field of life sciences, and also to look into ways to  

stimulate investment by foreign companies in the region. 

The questionnaire contains questions asking about your experiences in Japan, including your  

reasons for entering the Japanese market and the hurdles you face in doing business in Japa

n,and your answers will be used as a valuable resource for this survey. We hope that you will 

take the time out of your busy schedules to complete this survey questionnaire. 

Should you have any questions regarding this survey or the contents of the questionnaire,  

please contact the Survey Secretariat Office. 

 

【Questionnaire Policy and How to Return Your Completed Questionnaire】  

・The handling of the questionnaire will be kept strictly confidential. In order to protect your  

personal information, we will not disclose your answers to the public in such a way that  

individual companies, organizations, or individuals are identified. 

・Please send your answers in the return envelope enclosed (no stamps required)  

by 12th of November,2020. 

* If your answers will be received after the deadline, please let us know. 

You can answer the questionnaire at the website listed below or reply by email o

r fax. 

Website：https://jp.surveymonkey.com/r/Q8KM9TP 

If you wish to respond by email, please contact us at below and we will send you the questionn

aire electronically. 

Contact Information 

DAN KEIKAKU KENKYUJO Co., Ltd. [DAN Environmental Design Institute Co., Ltd.] 

1-2-10 Otedori, Chuo-ku, Osaka, 540-0021, Japan 

Tel 81-6-6944-1173 Fax 81-6-6946-9120   E-mail: shiimoto@dan-dan.com (Ms.Shiimot ) 

 

■Please provide information regarding the questionnaire respondent. 

We may request your cooperation in making inquiries about the content of your answers to this  

questionnaire at a later date (such as requests for hearings, etc.); please provide us with your  

contact information. 

 

Your company name 

 Your company location: 

Your name:                                （Your department and job title:            ） 

You contact details: TEL                E-Mail                    
 

For Foreign Companies Outside the Kansai Region 

Questionnaire on Investment in the Life Sciences Sector in the Kansai Region of Japan 

【Survey Questionnaire】 
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Q6-(2)：Feel free to write any requests you have for support from the Japanese government or local g

overnments for your business development in Japan. 

 

 

 

 

  This is the end of the survey questionnaire. Thank you for your cooperation. 

* Please send us your answers by Thursday, 12th of November,2020. 
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問２－② 問２-①で外国企業との「連携実績は無く、関心もない」とご回答の方のみ、ご回答お願いします。

連携実績・関心がない理由について、あてはまるものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．英語等の語学対応ができる人材がいない  ２．海外ビジネスの経験のある人材がいない 

３．連携相手をどうやって見つけていいかわからない ４．チャレンジしたが、うまくいかなかった  

５．相談できる相手がいない、相談できる機関がわからない ６．日本市場だけで十分である 

７．海外展開まで考える余裕がない 

８．その他（                                          ） 

 

 

問３－① 外国企業との連携により、どのような効果を得ることができましたか。(実績が無くても関心があ

る場合は)どのような効果があると期待されますか。あてはまるものをすべて選び数字に○をつけ

てください。 

１．海外の技術シーズにアクセスできる  ２．海外の大手企業にアクセスできる  

３．海外のベンチャー企業にアクセスできる  ４．海外市場にアクセスできる 

５．（単独での取組に比べて）コストを抑えつつ、投資効果を得ることができる 

６．異なる観点や発想に触れることができる 

７．その他（                                ） 

問３－② 外国企業との連携上、自社から提供可能なリソースやシーズとしてどのようなものがあるとお考

えになりますか。販売済や発表済等、営業秘密に関わらない範囲でご回答ください。 

（記載例）医療機器の製造登録済の工場があり、受託製造が可能である 

 

 

 

 

問３－③ 関西では、2025年に大阪・関西万博の開催が予定されています。今後、海外企業からの視察訪問依

頼等があった際、御社では視察や見学の受け入れは可能でしょうか。受け入れ可能か不可かご回答

の上、受け入れ可能な場合は、あてはまるものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．受け入れ可能 →受け入れ可能な場合、下記もご回答ください（あてはまるものすべて○） 

a．本社などオフィス訪問の受け入れ可能 b．研究所の見学受け入れ可能 

c．工場の見学受け入れ可能  d．外部からの見学専門施設や見学コースへの受け入れ可能 

e．その他（          ） 

２．受け入れは不可 

 

  

問３ 連携の効果や提供可能な具体的リソース、訪問受け入れ等について 
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問４－① 海外企業との連携や海外企業の関西への投資促進にあたって、国や自治体、公的機関等に期待す

ることがありますか。あてはまるものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．関西への投資を判断する関西の強みの情報 

（具体的に求める情報：                                  ） 

２．進出検討時に参考となる市場情報の英語等での提供  

３．大学や研究所等のラボツアーのアレンジ 

４．パートナー候補企業の情報紹介    

５．海外企業が求人情報を出せるサイト等の人材雇用時の情報提供 

６．手続きに関する多言語での案内 

７．担当者による一貫したサポート 

８．医薬品や医療機器等に関する日本国内の規制や手続きの英語等での解説 

（具体的に                                        ） 

９．オンラインによる各種サポート 

１０．その他（                                        ） 

問４－② 外国企業の連携について、国や自治体等の支援メニューへの要望があれば、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

問４ 国への要望等について 

調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございます。（回答〆切お願い：11 月 12 日） 
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問４－① 外国企業との連携にあたって、国や自治体、公的機関等に期待することがありますか。あてはまる

ものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．関西への投資を判断する関西の強みの情報 

（具体的に求める情報：                                  ） 

２．進出検討時に参考となる市場情報の英語等での提供  

３．大学や研究所等のラボツアーのアレンジ 

４．海外からの技術シーズ問合企業の情報紹介 

５．オンラインやリアルの場を活用した産業界とのマッチングの促進 

６．手続きに関する多言語での案内    

７．担当者による一貫したサポート 

８．日本国内の規制や手続きの英語等での解説（具体的に                      ） 

９．オンラインによる各種サポート 

１０．その他（                                         ） 

 

問４－② 外国企業の連携について、国や自治体等の支援メニューへの要望があれば、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問４ 国への要望等について 

調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございます。（回答〆切お願い：11 月 12 日） 
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問４－① 外国企業や外資系企業の投資促進支援を行う上で、どういった専門家との連携が必要とお考えに

なりますか。あてはまるものを全て選び数字に○をつけてください。 

１．進出等コンサルタント       ２．ビジネスマッチング機会を提供する機関 

３．法務・会計事務所         ４．不動産・オフィス関係者  

５．人材派遣・人材紹介関係者     ６．外国人スタッフの生活サービス提供者 

７．金融機関関係者          ８．投資家・ＶＣ  

９．アクセラレーター         １０．コワーキングスペースやインキュベーター 

１１．産業クラスターのスタッフ    １２．行政・自治体の誘致関連部署 

１３．その他（                                  ） 

問４－② 外国企業や外資系企業の投資促進支援を行う上で、国内企業や大学から提供して欲しいリソー

ス・情報についてすべて選び数字に○をつけてください。 

１．海外企業からの問合せ対応窓口の情報  ２．企業のプレスリリース情報（日本語版）  

３．企業のプレスリリース情報（英語版）  ４．大学等の研究発内容の情報(日本語版) 

５．大学等の研究開発内容の情報（英語版） ６．研究人材の情報 

７．民間の人材紹介会社等の連絡先     ８．大学の産学連携部門スタッフの情報   

９．その他（                                ）  

 

 

問５－① 海外企業との連携や海外企業の関西への投資促進にあたって、国や自治体、公的機関等に期待す

ることがありますか。あてはまるものをすべて選び数字に○をつけてください。 

１．関西への投資を判断する関西の強みの情報 

（具体的に求める情報：                                  ） 

２．進出検討時に参考となる市場情報の英語等での提供  

３．大学や研究所等のラボツアーのアレンジ 

４．パートナー候補企業の情報紹介    

５．海外企業が求人情報を出せるサイト等の人材雇用時の情報提供 

６．手続きに関する多言語での案内    

７．担当者による一貫したサポート 

８．医薬品や医療機器等に関する日本国内の規制や手続きの英語等での解説 

（具体的に                                        ） 

９．オンラインによる各種サポート 

１０．その他（                                        ） 

問５－② 外国企業の連携について、国や自治体等の支援メニューへの要望があれば、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

問５ 国への要望等について 

問４ 投資促進資支援に必要なリソースについて 

調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございます。（回答〆切お願い：11 月 12 日） 
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問５－① 外国企業や外資系企業の投資促進支援を行う上で、どういった専門家との連携が必要とお考えに

なりますか。あてはまるものを全て選び数字に○をつけてください。 

１．進出等コンサルタント         ２．ビジネスマッチング機会を提供する機関 

３．法務・会計事務所           ４．不動産・オフィス関係者  

５．人材派遣・人材紹介関係者       ６．外国人スタッフの生活サービス提供者 

７．金融機関関係者            ８．投資家・ＶＣ  

９．アクセラレーター           １０．コワーキングスペースやインキュベーター 

１１．産業クラスターのスタッフ      １２．行政・自治体の誘致関連部署 

１３．その他（                                  ） 

問５－② 外国企業や外資系企業の投資促進支援を行う上で、国内企業や大学から提供して欲しいリソー

ス・情報についてすべて選び数字に○をつけてください。 

１．海外企業からの問合せ対応窓口の情報  ２．企業のプレスリリース情報（日本語版）  

３．企業のプレスリリース情報（英語版）  ４．大学等の研究発内容の情報(日本語版) 

５．大学等の研究開発内容の情報（英語版） ６．研究人材の情報 

７．民間の人材紹介会社等の連絡先     ８．大学の産学連携部門スタッフの情報   

９．その他（                                ）  

 
 
 

問６ 外国企業の連携等について、国や自治体等の支援メニューへの要望があれば、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 投資促進資支援に必要なリソースについて 

調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございます。（回答〆切お願い：11 月 12 日） 

問６ 国への要望等について 
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資料１

報告書の題名:
令和２年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
（ライフサイエンス分野を事例とした関西への対日投資促進のための方策調査）報告書

委託事業名:
令和２年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
（ライフサイエンス分野を事例とした関西への対日投資促進のための方策調査）

受注事業者名: 株式会社 ダン計画研究所

ジェトロの支援体制

Plug and Play Kyoto

Startupbootcamp Scale Osaka

500 KOBE ACCELARATOR

J-Bridge（Japan Innovation Bridge）

関西イノベーション国際戦略総合特区

海と空を感じられる会場 鳥瞰図

ウォーターワールドで行う環境演出催事の会場提案図

二次利用未承諾リスト

彩都ライフサイエンスパーク

神戸医療産業都市

関西のライフサイエンスクラスター（対日プロモーション冊

世界の主要なライフサイエンス系クラスター

京都市ライフイノベーション創出支援センター

RBC事業（Regional Business Conference)

タイトル


